
資 料
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令和元年９月定例県議会日程

３７日間

月 日 曜 区 分 議 事 備 考

議会運営委員会 9:30開会
会議録署名議員指名
議会運営委員長審査結果報告

９． ９ 月 本会議
会期決定
議案上程
知事提案理由説明

代表質問通告締切 12:00１０ 火
休 会 （ 議 案 調 査 ）

一般質問通告締切 12:00１１ 水

１２ 木 議会運営委員会 9:30
代 表 質 問本会議

１３ 金

１４ 土
（ 閉 庁 日 ）

１５ 日 休 会

１６ 月 （ 閉 庁 日 ） 敬老の日

請願締切 16:00１７ 火

一 般 質 問
議員発議案締切 17:00

１８ 水
（会派提出）

本会議

議会運営委員会 9:30一 般 質 問
質疑、討論・採決（人事案件）､１９ 木
議 案 ・ 請 願 委 員 会 付 託

常 任 委 員 会２０ 金

２１ 土
（ 閉 庁 日 ）

２２ 日

２３ 月 （ 閉 庁 日 ） 秋分の日
休 会

２４ 火

常 任 委 員 会
議員発議案締切 17:00

２５ 水
（会派提出を除く）

２６ 木 議会運営委員会特 別 委 員 会
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月 日 曜 区 分 議 事 備 考

９． （ 議 事 整 理 ）２７ 金

２８ 土 休 会
（ 閉 庁 日 ）

２９ 日

議会運営委員会 9:30常任委員長審査結果報告
質疑、討論、採決

３０ 月 本会議
議案上程（決算議案）
知事提案理由説明

１０． １ 火
休 会 （ 議 案 調 査 ）

２ 水

議会運営委員会 9:30質疑（決算議案）
議員発議案上程、採決
（決算特別委員会設置）

３ 木 本会議 議案委員会付託（決算議案）

決 算 特 別 委 員 会

４ 金 決 算 特 別 委 員 会

５ 土
（ 閉 庁 日 ）

６ 日

７ 月 決 算 特 別 委 員 会

８ 火
（ 議 事 整 理 ）

９ 水 休 会

１０ 木 決 算 特 別 委 員 会

１１ 金 （ 議 事 整 理 ）

１２ 土
（ 閉 庁 日 ）

１３ 日

１４ 月 （ 閉 庁 日 ） 体育の日

議会運営委員会 9:30決算特別委員長審査結果報告
質疑、討論、採決１５ 火 本会議
閉会
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令和元年９月定例県議会日程（変更）

月 日 曜 区 分 議 事 備 考

議会運営委員会 14:00１０．７ 月 決 算 特 別 委 員 会

８ 火 休会日

（ 議 事 整 理 ）

９ 水

議会運営委員会 9:30決 算 特 別 委 員 会

主査会 10:00※本会議場で開催

決算特別委員会 13:00

議案追加上程 本会議 上記終了後

本会議 知事提案理由説明 常任委員会 上記終了後１０ 木

質疑（追加議案） 議会運営委員会 上記終了後

議案委員会付託（追加議案）

常 任 委 員 会

１１ 金 （ 議 事 整 理 ）

１２ 土

休会日 （ 閉 庁 日 ）

１３ 日

１４ 月 （ 閉 庁 日 ） 体育の日

決算特別委員長審査結果報告 議会運営委員会 9:30

質疑、討論、採決

常任委員長審査結果報告１５ 火 本会議

質疑、討論、採決

閉会
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２１５－１１７８
令和元年９月９日

宮崎県議会議長 丸山 裕次郎 殿

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

議 案 の 送 付 に つ い て

令和元年９月定例県議会に付議する議案を下記のとおり送付します。

記

議案第１号 令和元年度宮崎県一般会計補正予算（第２号）
議案第２号 令和元年度宮崎県公営企業会計（地域振興事業）補正予算（第１号）
議案第３号 使用料及び手数料徴収条例の一部を改正する条例
議案第４号 河川法に基づく流水占用料等徴収条例の一部を改正する条例
議案第５号 都市公園条例の一部を改正する条例
議案第６号 会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例
議案第７号 企業局会計年度任用職員の給与の種類及び基準を定める条例
議案第８号 病院事業会計年度任用職員の給与の種類及び基準を定める条例
議案第９号 地方公務員法及び地方自治法の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例

の整備に関する条例
議案第10号 地方警察職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例
議案第11号 宮崎県がん対策推進条例の一部を改正する条例
議案第12号 教育関係の公の施設に関する条例の一部を改正する条例
議案第13号 工事請負契約の変更について
議案第14号 工事請負契約の変更について
議案第15号 工事請負契約の変更について
議案第16号 財産の取得について
議案第17号 一ツ葉有料道路の事業変更に係る同意について
議案第18号 教育委員会委員の任命の同意について
議案第19号 土地利用審査会委員の任命の同意について
議案第20号 土地利用審査会委員の任命の同意について
議案第21号 土地利用審査会委員の任命の同意について
議案第22号 土地利用審査会委員の任命の同意について
議案第23号 土地利用審査会委員の任命の同意について
議案第24号 土地利用審査会委員の任命の同意について
議案第25号 土地利用審査会委員の任命の同意について

（ ）文書取扱 財政課
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２１５－１１９６

令和元年９月１９日

宮崎県議会議長 丸山 裕次郎 殿

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

議 案 の 送 付 に つ い て

令和元年９月定例県議会に付議する議案を下記のとおり送付します。

記

議案第26号 警察関係使用料及び手数料徴収条例の一部を改正する条例

（ ）文書取扱 財政課
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２１５－１２０２

令和元年９月３０日

宮崎県議会議長 丸山 裕次郎 殿

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

議 案 の 送 付 に つ い て

令和元年９月定例県議会に付議する議案を下記のとおり送付します。

記

議案第27号 平成30年度宮崎県歳入歳出決算の認定について

議案第28号 平成30年度宮崎県電気事業会計利益の処分及び決算の認定について

議案第29号 平成30年度宮崎県工業用水道事業会計利益の処分及び決算の認定について

議案第30号 平成30年度宮崎県地域振興事業会計利益の処分及び決算の認定について

議案第31号 平成30年度宮崎県立病院事業会計決算の認定について

（ ）文書取扱 財政課
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２ １５－１２１１

令和元年１０月１０日

宮崎県議会議長 丸山 裕次郎 殿

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

議 案 の 送 付 に つ い て

令和元年９月定例県議会に付議する議案を下記のとおり送付します。

記

議案第32号 令和元年度宮崎県一般会計補正予算（第３号）

（ ）文書取扱 財政課

- 333 -



令和元年９月定例県議会

代 表 質 問 時 間 割

９月１２日（木）

順序 会 派 質 問 者 時 間 備考

１ 自 由 民 主 党 右松 隆央 １０：００～１２：００ 休憩

２ 自 由 民 主 党 外山 衛 １３：００～１５：００

９月１３日（金）

順序 会 派 質 問 者 時 間 備考

３ 県 民 連 合 宮 崎 満行 潤一 １０：００～１１：４０ 休憩

４ 公 明 党 重松幸次郎 １３：００～１４：１０
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令和元年９月定例県議会

一 般 質 問 時 間 割

９月１７日（火）

順序 会 派 質 問 者 時 間 備考

１ 東諸の未 来 を 考 え る 会 日髙 利夫 １０：００～１１：００

２ 県 民 連 合 宮 崎 太田 清海 １１：００～１２：００ 休憩

３ 自 由 民 主 党 窪薗 辰也 １３：００～１４：００

４ 公 明 党 河野 哲也 １４：００～１５：００

９月１８日（水）

順序 会 派 質 問 者 時 間 備考

５ 無所属の会 チームひむか 図師 博規 １０：００～１１：００

６ 自 由 民 主 党 日高 博之 １１：００～１２：００ 休憩

７ 日 本 共 産 党 来住 一人 １３：００～１４：００

８ 自 由 民 主 党 佐藤 雅洋 １４：００～１５：００

９月１９日（木）

順序 会 派 質 問 者 時 間 備考

９ 自 由 民 主 党 安田 厚生 １０：００～１１：００

１０ 自 由 民 主 党 徳重 忠夫 １１：００～１２：００ 休憩

１１ 自 由 民 主 党 中野 一則 １３：００～１４：００

１２ 県 民 連 合 宮 崎 渡辺 創 １４：００～１５：００
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令和元年９月定例県議会

［議　案］

総務
政策

厚生
商工
建設

環境
農林
水産

文教
警察
企業

第１号 令和元年度宮崎県一般会計補正予算（第２号） 可決 可決 可決 可決 可決

第２号
令和元年度宮崎県公営企業会計（地域振興事業）補
正予算（第１号）

可決

第３号 使用料及び手数料徴収条例の一部を改正する条例 可決

第４号
河川法に基づく流水占用料等徴収条例の一部を改正
する条例

可決

第５号 都市公園条例の一部を改正する条例 可決

第６号 会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例 可決

第７号
企業局会計年度任用職員の給与の種類及び基準を
定める条例

可決

第８号
病院事業会計年度任用職員の給与の種類及び基準
を定める条例

可決

第９号
地方公務員法及び地方自治法の一部を改正する法律
の施行に伴う関係条例の整備に関する条例

可決 可決

第１０号
地方警察職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を
改正する条例

可決

第１１号 宮崎県がん対策推進条例の一部を改正する条例 可決

第１２号
教育関係の公の施設に関する条例の一部を改正する
条例

可決

第１３号 工事請負契約の変更について 可決

第１４号 工事請負契約の変更について 可決

第１５号 工事請負契約の変更について 可決

第１６号 財産の取得について 可決

第１７号 一ツ葉有料道路の事業変更に係る同意について 可決

第２６号
警察関係使用料及び手数料徴収条例の一部を改正
する条例

可決

　

議案　委員会審査結果表

番　号 件　名

常 任 委 員 会
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令和元年９月定例県議会

［議　案］

総務
政策

厚生
商工
建設

環境
農林
水産

文教
警察
企業

第３２号 令和元年度宮崎県一般会計補正予算（第３号） 可決 可決

議案　委員会審査結果表

番　号 件　名

常 任 委 員 会
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令和元年９月定例県議会

［議　案］

番　号 件　名

第２７号 平成30年度宮崎県歳入歳出決算の認定について

第２８号
平成30年度宮崎県電気事業会計利益の処分及び決
算の認定について

第２９号
平成30年度宮崎県工業用水道事業会計利益の処分
及び決算の認定について

第３０号
平成30年度宮崎県地域振興事業会計利益の処分及
び決算の認定について

第３１号
平成30年度宮崎県立病院事業会計決算の認定につ
いて

認　定

決算議案　委員会審査結果表

委員会審査結果

認　定

可決及び認定
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閉 会 中 の 継 続 審 査 ・ 調 査 申 出 一 覧

令和元年９月定例県議会

委 員 会 名 事 件 理 由

調査を要す

るため
総務政策常任委員会 総合政策及び行財政対策に関する調査

調査を要す

るため
厚 生 常 任 委 員 会 福祉保健行政の推進及び県立病院事業に関する調査

調査を要す

るため
商工建設常任委員会 商工観光振興対策及び土木行政の推進に関する調査

調査を要す環 境 農 林 水 産
環境対策及び農林水産業振興対策に関する調査

るため常 任 委 員 会

教育及び警察行政の推進並びに公営企業の経営に 調査を要す文 教 警 察 企 業

関する調査 るため常 任 委 員 会

円滑な議会
次期県議会の会期日程に関する審査及び議会運営に

運営を図る議 会 運 営 委 員 会
関する調査

ため
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議 案 議 決 件 名 一 覧 表
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議 案 番 号 件 名 議 決 月 日

知事提出議案第１号 令和元年度宮崎県一般会計補正予算（第２号） ９月30日・ 可 決

〃 第２号 令和元年度宮崎県公営企業会計（地域振興事業）補 〃

正予算（第１号）

〃 第３号 使用料及び手数料徴収条例の一部を改正する条例 〃

〃 河川法に基づく流水占用料等徴収条例の一部を改正 〃第４号

する条例

〃 都市公園条例の一部を改正する条例 〃第５号

〃 会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例 〃第６号

〃 企業局会計年度任用職員の給与の種類及び基準を定 〃第７号

める条例

〃 病院事業会計年度任用職員の給与の種類及び基準を 〃第８号

定める条例

〃 地方公務員法及び地方自治法の一部を改正する法律 〃第９号

の施行に伴う関係条例の整備に関する条例

〃 地方警察職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を 〃第10号

改正する条例

〃 宮崎県がん対策推進条例の一部を改正する条例 〃第11号

〃 教育関係の公の施設に関する条例の一部を改正する 〃第12号

条例

〃 工事請負契約の変更について 〃第13号

〃 工事請負契約の変更について 〃第14号

〃 工事請負契約の変更について 〃第15号

〃 財産の取得について 〃第16号

〃 一ツ葉有料道路の事業変更に係る同意について 〃第17号

〃 教育委員会委員の任命の同意について ９月19日・ 同 意第18号

〃 土地利用審査会委員の任命の同意について 〃第19号

〃 土地利用審査会委員の任命の同意について 〃第20号

〃 土地利用審査会委員の任命の同意について 〃第21号

〃 土地利用審査会委員の任命の同意について 〃第22号

〃 土地利用審査会委員の任命の同意について 〃第23号
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議 案 番 号 件 名 議 決 月 日

土地利用審査会委員の任命の同意について ９月19日・ 同 意知事提出議案第24号

〃 土地利用審査会委員の任命の同意について 〃第25号

〃 警察関係使用料及び手数料徴収条例の一部を改正す ９月30日・ 可 決第26号

る条例

〃 第27号 平成30年度宮崎県歳入歳出決算の認定について 10月15日・ 認 定

〃 第28号 平成30年度宮崎県電気事業会計利益の処分及び決算 10月15日・ 可決及び

の認定について 認定

〃 第29号 平成30年度宮崎県工業用水道事業会計利益の処分及 〃

び決算の認定について

〃 第30号 平成30年度宮崎県地域振興事業会計利益の処分及び 〃

決算の認定について

〃 第31号 平成30年度宮崎県立病院事業会計決算の認定について 10月15日・ 認 定

〃 第32号 令和元年度宮崎県一般会計補正予算（第３号） 10月15日・ 可 決

議員発議案 第１号 新規就農者の確保・育成に関する意見書 ９月30日・ 可 決

〃 第２号 高齢者の安全運転支援と移動手段の確保を求める意見書 〃

〃 第３号 一ツ葉有料道路の事業変更に係る同意についての附 〃

帯決議

〃 第４号 一ツ葉有料道路の耐震対策の完了と早期の無料化を ９月30日・ 否 決

を求める意見書

〃 第５号 決算特別委員会の設置について 10月３日・ 可 決
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議員発議案第１号
新規就農者の確保・育成に関する意見書

農業を取り巻く環境は、担い手の減少や高齢化の進行により生産力の低下が
懸念されることに加え、昨年１２月のＴＰＰ１１協定に続き、本年２月には日
ＥＵ・ＥＰＡが発効し、さらには、日米貿易交渉が大枠合意に達するなど、国
際競争はますます激化しており、本県の多くの担い手が将来の経営に不安を抱
いている。
そのような中、農業次世代人材投資事業は、気象災害等の影響を受けやすい

農業に挑戦しようとする青年等にとって、不安解消や意欲向上につながる効果
の高い事業となっており、今年度からその対象年齢も４５歳未満から５０歳未
満に引き上げられ、さらに安定的な運用が求められているところである。
しかしながら、この事業の本年度予算は、昨年度から約２０億円減額され、

都道府県への当初の配分額が要望額を下回ったため、本県においては、新たに
交付を受けようとする者への採択時期が例年より遅れる事態となるなど、交付
予定者の負担が大きくなっている。
よって、国会及び政府においては、当該事業の運用が農業分野における新規

就農者の確保・育成に与える影響について、現場の声を十分に踏まえ、下記事
項に特段の措置を講じることを強く要望する。

記

１ 農業次世代人材投資事業が、就農希望者の研修や就農に与える影響が甚大
であることを十分に踏まえ、全ての交付対象者に円滑な交付が進められるよ
う、本年度予算において必要額を確保するとともに、当該事業の継続と令和
２年度以降も要望をふまえた十分な予算を確保すること。

２ 同事業において、就農希望者が特定の条件により交付対象から一律に排除
されることがないよう、事業の運用について配慮すること。

３ 就農希望者が安心して農業に就業できるよう、新規就農者の確保・育成に
係る予算のさらなる充実を図ること。

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。

令和元年９月３０日

宮 崎 県 議 会

衆 議 院 議 長 大 島 理 森 殿
参 議 院 議 長 山 東 昭 子 殿
内 閣 総 理 大 臣 安 倍 晋 三 殿
財 務 大 臣 麻 生 太 郎 殿
農 林 水 産 大 臣 江 藤 拓 殿
内 閣 官 房 長 官 菅 義 偉 殿
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議員発議案第２号

高齢者の安全運転支援と移動手段の確保を求める意見書

東京・池袋で87歳の高齢者が運転する車が暴走し、母子２人が亡くなった事

故以降も高齢運転者による事故が続いている。

近年、交通事故の発生件数は減少傾向にあるが、75歳以上の高齢運転者の死

亡事故の割合は高まっており、単純ミスによる事故も目立つ。

警察庁は、昨年末時点で約563万人いる75歳以上の運転免許保有者が、2022年

には100万人増えて663万人に膨らむと推計している。

こうした状況を踏まえ、国は17年施行の改正道路交通法で、75歳以上の免許

保持者は違反時や免許更新時に認知機能検査を受けることを義務付けたが、い

。まや高齢運転者の安全対策及び安全運転支援の取組は待ったなしの課題である

また、過疎地域を中心に、未だ「生活の足」として車が欠かせない高齢者も

多い中、自主的に免許を返納した場合などの地域における移動手段の確保も重

要な取組である。

よって、国会及び政府においては、地方自治体や民間事業者とも連携しなが

ら、ドライバーの安全運転を支援する先進安全装置の普及等を通じて高齢運転

者の安全運転支援に取り組むこと、また、免許を自主返納した高齢者が日々の

買い物や通院等に困らないよう、コミュニティバスやデマンド（予約）型乗り

合いタクシーの導入等「地域公共交通ネットワーク」のさらなる充実を通じて

移動手段の確保を進めるなど、総合的な事故防止対策に早急に取り組むことを

強く求める。

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。

令和元年９月３０日

宮 崎 県 議 会

衆 議 院 議 長 大 島 理 森 殿

参 議 院 議 長 山 東 昭 子 殿

内 閣 総 理 大 臣 安 倍 晋 三 殿

総 務 大 臣 高 市 早 苗 殿

経 済 産 業 大 臣 菅 原 一 秀 殿

国 土 交 通 大 臣 赤 羽 一 嘉 殿

国 家 公 安 委 員 長 武 田 良 太 殿
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議員発議案第３号

一ツ葉有料道路の事業変更に係る同意についての附帯決議

一ツ葉有料道路（県道宮崎インター佐土原線）は、宮崎東環状道路の一部とし

て、物流や観光面等に重要な役割を果たす延長約１６キロメートルの主要な幹線

道路である。

当道路については、料金徴収期間を令和２年２月２８日までとし、その後は無

料開放する予定であった。

しかしながら、南海トラフ地震の発生が懸念される中、耐震対策等をどのよう

に進めていくのか、有識者会議等の意見を聴取し、有料継続の可能性も含め検討

が行われてきた結果、現在の料金を引き下げた上で徴収期間を令和１２年２月２

８日まで１０年延長する旨の議案が今議会に提出されたところである。

県当局においては、今年１月から７月まで３回にわたって有識者会議を開催し

てきたが、県民に広く情報提供し理解を深める観点からは、必ずしも十分な対応

があったとは言えない。

また、今回の耐震対策等に必要な費用である約４０億円に加え、特に、今後必

要となる維持管理等の費用である約５７億円については、県議会を始め県民に対

して十分な説明がなされてきたとは言い難い。

加えて、国道２１９号広瀬バイパス開通後の周辺道路において、更なる交通混

雑の悪化が予測されている。

よって、ここに一ツ葉有料道路の事業変更に係る同意に当たって、次の事項を

付するものとする。

記

１ 令和１２年３月１日以降の有料期間の延長は認めないこと。

２ 維持管理費用等の縮減を図るなど、延長した有料期間を可能な限り短縮でき

るように努めること。

３ 更なる利用促進対策を講じ、その周知に努めること。

４ 災害時においては、緊急輸送道路として機能するよう早期の復旧に努めるこ

と。

５ 広瀬バイパス開通後の必要な渋滞対策について万全を講じること。

以上、決議する。

令和元年９月３０日

宮 崎 県 議 会

提出先

宮崎県知事 河 野 俊 嗣
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議員発議案第４号

一ツ葉有料道路の耐震対策の完了と早期の無料化を求める決議

南海トラフ巨大地震による甚大な被害が県内でも想定される中、県民の尊い命と

県土の社会資本を守ることは極めて重要であり、政府が国土強靭化を急進させる中

で、その流れを的確に捉え、遅滞なく各種対策を進めるのは県に課せられた使命で

ある。

そのような状況の下、令和２年２月の無料化を決めていた「一ツ葉有料道路」に

ついて、県はこれまでの方針を転換して利用料徴収の継続方針を決定し、９月定例

県議会に関連議案を提出した。新方針は、現行の料金体系を引き下げ、北線南線と

もに普通車で150円の通行料金を10年間継続するもので、同道路の無料化延期は平

成18年に続き２度目となる。

橋梁の補強等津波対策の必要性に疑義はなく、熟議すべき課題は 「対策費の捻、

」 「 」 、 、出 と 政策転換に伴う県民への責任 であったが 県の基本姿勢は誠実さを欠き

根本的な課題認識が欠けていたと言わざるを得ない。

審議の過程では、約40億円とされてきた利用者負担は97億円に上ることなど、こ

れまで説明のなかった新たな事実が次々に明らかになった。また徴収期間によって

必要総額が数十億円のレベルで異なることもわかり、議論の大前提が崩れた。県の

極めて消極的な情報公開のあり方は、議会軽視以外の何物でもないと断じざるを得

ない。

さらに、県は、現行の料金体系を維持するとすれば、利用者負担総額は20億円も

減額できるにも関わらず、自らの案の明確な優位性も示さずに、ただひたすらに提

出議案への同意を求めた。その姿勢は、県民利益を蔑ろにするものである。国との

手続きにおける時間的な制約を執拗に強調するが、そのような事態を招いた最大の

理由は、同道路に関する有識者会議のあり方も含め、ひとえに県の状況認識の甘さ

と県議会における議論の軽視にある。

知事をはじめ、県の判断は、自ら背負うべき責任を県民に押し付けるものと言わ

ざるを得ない。県は耐震対策の一日も早い完了と同時に、県民の悲願である早期の

無料化実現のため、再度の政策転換をするよう強く求めるものである。

以上、決議する。

令和元年９月３０日

宮 崎 県 議 会

提出先

宮崎県知事 河 野 俊 嗣
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議員発議案第５号

決算特別委員会の設置について

１ 名 称 決算特別委員会

２ 目 的 次の各号議案の審査

・議案第２７号「平成３０年度宮崎県歳入歳出決算の認定

について」

・議案第２８号「平成３０年度宮崎県電気事業会計利益の

処分及び決算の認定について」

・議案第２９号「平成３０年度宮崎県工業用水道事業会計

利益の処分及び決算の認定について」

・議案第３０号「平成３０年度宮崎県地域振興事業会計利

益の処分及び決算の認定について」

・議案第３１号「平成３０年度宮崎県立病院事業会計決算

の認定について」

３ 権 限 地方自治法第９８条の議会の権限を委任する。

４ 定 数 議長及び監査委員の任にある３名を除く議員全員
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議 員 派 遣

令和元年９月２６日

次のとおり、議員を派遣する。

１ 全国都道府県議会議員研究交流大会

（１） 目 的 議会の透明性の確保、政策立案機能の強化、行政監視機能
の強化、住民との関係強化、外国人観光客の増加と広域観
光振興などについて意見交換を行う。

（２） 派遣場所 東京都

（３） 期 間 令和元年１１月１２日（火）から
令和元年１１月１３日（水）まで

（４） 派遣議員 右松 隆央
二見 康之
日高 博之
脇谷 のりこ
佐藤 雅洋
安田 厚生
満行 潤一
髙橋 透
重松 幸次郎
坂本 康郎 以上 １０名
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議 員 派 遣

令和元年９月２６日

次のとおり、議員を派遣する。

１ 地方議会活性化シンポジウム２０１９

１ 目 的 議会への多様な人材の参画促進や議会審議の充実・活性化､（ ）
さらに議会や議員への住民の理解や信頼の向上等に向けた
取組について意見交換を行い、広く情報発信する。

（２） 派遣場所 東京都

（３） 期 間 令和元年１１月１４日（木）から
令和元年１１月１５日（金）まで

（４） 派遣議員 中野 一則
渡辺 創 以上２名
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議 事 経 過
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月 日 曜 区 分 議 事 内 容

開 会

会議録署名議員指名（佐藤雅洋議員、田口雄二議員）

議会運営委員長審査結果報告
９月９日 月 本 会 議

会期決定

議案第１号～第25号上程

知事提案理由説明

休 会 （議案調査）
９月10日 火

９月11日 水

代表質問（宮崎県議会自由民主党・右松隆央議員、
９月12日 木

宮崎県議会自由民主党・外山 衛議員）
本 会 議

代表質問（県民連合宮崎・満行潤一議員、
９月13日 金

公明党宮崎県議団・重松幸次郎議員）

（閉庁日）
９月14日 土

９月15日 日 休 会

９月16日 月 （閉庁日）敬老の日

一般質問（日髙利夫議員、太田清海議員、窪薗辰也議員、
９月17日 火

河野哲也議員）

一般質問（図師博規議員、日高博之議員、来住一人議員、
９月18日 水

佐藤雅洋議員）

議案第26号追加上程
本 会 議

知事提案理由説明

一般質問（安田厚生議員、徳重忠夫議員、中野一則議員、
９月19日 木

渡辺 創議員）

議案第18号～第25号採決（同意）

議案委員会付託

９月20日 金 常任委員会

（閉庁日）
９月21日 土

９月22日 日

９月23日 月 （閉庁日）秋分の日
休 会

常任委員会
９月24日 火

９月25日 水

９月26日 木 特別委員会

９月27日 金 （議事整理）
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月 日 曜 区 分 議 事 内 容

休 会 （閉庁日）
９月28日 土

９月29日 日

常任委員長審査結果報告

議案第１号に対する修正動議提出

趣旨説明（議案第１号に対する修正動議）（髙橋 透議員）

討論（議案第17号に反対）（満行潤一議員）

討論（議案第17号に反対）（前屋敷恵美議員）

討論（議案第17号に反対）（太田清海議員）

討論（議案第１号、第４号、第６号～第９号に反対）（来住

一人議員）

採決（議案第１号に対する修正案）（否決）

採決（議案第１号）（可決）

採決（議案第17号）（可決）

採決（議案第４号、第６号～第９号）（可決）

採決（議案第２号、第３号、第５号、第10号～第16号、第26

９月30日 月 本 会 議 号）（可決）

採決（継続審査・調査案件）（委員長の申し出のとおり）

議員発議案送付の通知

議員発議案第１号～第４号追加上程

採決（議員発議案第１号、第２号）

提案理由説明（議員発議案第３号）（日高博之議員）

採決（議員発議案第３号）（可決）

提案理由説明（議員発議案第４号）（渡辺 創議員）

討論（議員発議案第４号に反対）（二見康之議員）

採決（議員発議案第４号）（否決）

知事発言

議員派遣の件

議案第27号～第31号上程

知事提案理由説明

休 会 （議案調査）
10月１日 火

10月２日 水

決算議案に対する質疑（前屋敷恵美議員）
10月３日 木 本 会 議

議員発議案送付の通知
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月 日 曜 区 分 議 事 内 容

議員発議案第５号上程、採決（可決）

議案第27号～第31号決算特別委員会付託
10月３日 木 本 会 議

議長の報告（決算特別委員会正副委員長互選結果）

決算特別委員会

10月４日 金 決算特別委員会

（閉庁日）
10月５日 土

休 会
10月６日 日

10月７日 月 決算特別委員会

（議事整理）
10月８日 火

10月９日 水

決算特別委員会

議案第32号追加上程

10月10日 木 本 会 議 知事提案理由説明

議案第32号委員会付託

常任委員会

10月11日 金 （議事整理）

休 会 （閉庁日）
10月12日 土

10月13日 日

10月14日 月 （閉庁日）体育の日

決算特別委員長審査結果報告

討論（議案第27号に反対）（前屋敷恵美議員）

採決（議案第27号）（認定）

10月15日 火 本 会 議 採決（議案第28号～第31号）（可決及び認定、または認定）

常任委員長審査結果報告（議案第32号）

採決（議案第32号）（可決）

閉 会
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署 名

宮 崎 県 議 会 議 長 丸 山 裕次郎

宮 崎 県 議 会 副 議 長 山 下 博 三

宮 崎 県 議 会 議 員 佐 藤 雅 洋

宮 崎 県 議 会 議 員 田 口 雄 二
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